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闘１ 営婁情報の恬用に関する次の記述を読んで，設問１～３に答えよ

Ｈ社は。企婁顧客向けに産業用資材や槍械製品を製追・飯売する申堅企業である。

Ｈ社では，業務の効率向 Eの一腰として，部ごとにパソコン LANを導入しており，
電了･メールの利用や文書ファイルの共有などが司能になっている。基盤整備は情報シ

5 ステム剖門に移管されたが，利用方法はユーザ部門に任されている。営業部では，電

子メールを営業日報などの業務に利用している。最近，高性能なハードウェアや新し

い OSが登場し，設備の更新を希望する声が上がっている。しかし，実現には多仙の
投資が必萎になるので，営業企画願のＮ攬長は，設備の更新を計圖する前|こ，営業部
で電子メ一ルによる営業日報が有効利用されているかどうかについて攬査を行った。

10 :営業活動の現状〕
Ｈ社の営業活動は次のように行われている。

（1）営業担当者は見込客や得意客を訪問し，製品の紹介や顧客の情報収集などを行う。
顧客ごとに営業担当者が決まっている。

（2）顧客から引合いがあれば，それぞれを個別の営業案件として商談を進める。商談
15 が成立するまでには，製品説明会の開催やサンプルの貸出し，製品の導入に関する

コンサルティングなど様々な活勤が必要である。

（3）営業担当者は，パソコンを使用して営業日報を作成し，電子メールで上司に提出
する。営業日報には，報告者名（営業担当者名），顧客名，訪問日時，訪問目的，営

業案件名，商談内容／収集情報を記人することになっている。個別の営業案件に関

20 する報告の場合，営業案件名を記入する。商談内容／収集情報の欄には，新規の営

業案件が発生した場合，引合いのあった製品や顧客の担当部署，受注予想額など案

件の概要を記入する。営業担当者が行った営業案件ごとの日々の活動や，収集した

顧客情報も，商談内容／収集情報の欄に自由に文章形式で記人する。

M】jl司は，受信した内容を確認し。必萎な指示を電話やｎ頭で行っている。また，
25 lll.'Iは慨業日報を印刷し。[]付順にファイルに縮じて一定期間保管している。

(51受注に成功すると，その内容は本社の販売管理システムに入力され，営業捌｡当者
別販売実紬や顧客別販売実績などの管理資料に反映される。

〔現状の問題点〕

調査の結果，現状の営業活動には，次のような問題点のあることが分かった。

30 ㈲活動中の案件数は多く，活動期間も長期にわたることが多い。ヒ司がすべての営

茫案件について内容を把握しておくのは困難である。営業担当者への指示を行う際

には，案件の概要を確認したり，営業活動の履歴を調べたりする必要かある。しか

し，過去の営業日報を調査しようとしても，量が多く探すのに時間かかかったり，

既に廃棄してしまったりしていることもある。営業担当者に改めて説明を求めるこ

35 とが必姿になったり，営業担当者への指示がその場限りの一貫性のないものになっ

たりしがちである。

㈲営業担当者は，顧客の業務内容，新たな組織体制，今後のビジネス計團などの顧

客に関する全般的な恟報に関して，新規の情報や，変更の情報を入手した場合，そ

の郎度営業日報で報告している。しかし，報告された顧客情報は，保管された営業

40 目報の中に埋もれたままで，時間が経つと廃棄されている。また，どのような情報
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を収集するかは営業担当者任せになっており，情報の範囲が偏っていたり，報告内

容が粗かったりするものも多い。

特定顧客に対する営業の進め方を検討する際に，最新の顧客情報を探し出せなか

ったり，必要な情報が不足していたりすることがある。人事異動で営業担当者が代

5 わるような場合に，顧客から引継ぎが悪い，又はサービスが低下したと言われるこ

とがある。

う個別案件･の営業活勤は，製品紹介，引合い，提案書の提出，サンプルや製品の貸

出しなどの段階を踏んで進む。段階が進むにつれて受注の確率は高くなり，サンプ

ルや製晶の貸出しまでくると，ほぼ受注に結びつくことが多い。営業のどの段階に

10 到達したかを示す情報は，営業日報の商談内容／収集情報に文玖で記入することに

なっているが，的確に報告されていない。

現在，営業部では，新規顧客の開拓も含めて受注拡大を積極的に進めている。と

ころが，同一見込客を長期間訪問し綾け，営業日報でも営業が進展申と報告されて

いたが，結果的には受注できなかったということがしぱしば見られる。

15 〔Ｎ課長の評価〕

Ｎ課長は，現状の営業日報は業務に有効利川されておらず，新たなシステム投資を

考える前に，営業目報そのものの問題を解決する必要があると判断した。業務の改善

と併せて，情報システムの整備も必要と考え，従来の電子メールによる営業日報に代

えて営業支援システムの開発を企画した。

20 営業支援システムでは，営業担当者がパソコンから入力した報告内容を営業部の郎

門サーバに蓄積し，営業部内のだれもが利用できるようにする。

設問１〔現状の問題点〕の（a），（♭）に対応して，営業支援システムにもたせるべき機
能を，それぞれ 50字以内で述べよ。

設問 2（1）〔現状の問題点〕の（c）に関して，解決するためにはどのような業務上の仕
25 組みを作るべきか。70字以内で述べよ。

（2）問題のある営業案件の早期発見を支援するためには，営業支援システムに
どのような機能をもたせればよいか。 60字以内で述べよ。

設問３ 営業支援システムで，営業担当者と製品以外に管理対象とすべき主なエンテ

ィティ名を三つ答えよ。また，各エンティティごとに，キーになる項目を含め

30 て，代表的な属性名を答えよ。
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問２ 新受注システムの構築に関する次の記述を読んで，設問１～４に答えよ．

Ｓ社は，メーカ系列の問屋である。親会社で製造した多種の商品を，小売店に販売

している。

Ｓ社では，経理業務のシステムは完成しているが，受注業務は手書伝票と台帳で管

5 理している。今回，顧客サービスの向上と社内業務の改善を支援するため，受注から

納入までの業務をシステム化することになった。社内各部署と情報システム部のメン

バからなる，新システム構築準備委員会を発足させた。

〔現在の受注から納入までの業務〕

困営業部では，小売店から注文を受けて，図１に示す受注伝票を起票する。注文は

10 箱（梱包）単位で受ける，１箱に収められている員数（個数）は，商品ごとにー定

である。受注単価は，箱単位に設定されている。

受注伝票上の値引額は，受注金額計にその小売店の値引率を乗じたものである。

受注金額計から値引額を減じて請求金額とする。値引率は，小売店ごとに過去の売

上実績や取引状況によって設定され，一覧表として定期的に営業部員に配布される。

15 （2）営業は，受注伝票の控えを手元に残し，顧客別に整理し保管する。
（3）各営業が起票した受注伝票は，翌朝まとめて出荷担当に送られる。出荷担当は指
定納期に従い受注伝頻の仕分を行い，指定納期前日まで保管する。

（4）出荷担当は，指定納期前日に受注伝痢から商品別に出荷数を集計した一覧表（出
庫台帳 lを作成する。出庫台帳を基に倉庫から商品を敢り出し，顧客 II）に受注伝県

20 単位で仕分を行う。

旧納期当日の朝一番に発送作業を行い，商品はその日のうちに顧客に配達される。

タカ，出荷担当の元に集められた受傭書を基に，売上げが針上される。

委員会では，情報システム部と共同で受注伝票のデータモデルを作成し，システム

化の原案にした。そして，現在の問題点を解決する仕組みを付け加えることにした。

25 C現在の問題点〕
（1）営業は，顧客サービスの向上を目指すために，箱単位ではなく端数の注文を受け
ることがある。端数は梱包された箱をばらして納人する。例えば，¨２箱と端数３

個”の受注があったとき，現在の受注伝票には端数の数量を記人する揃がないので，

受注数量欄に便宜的に¨２十３”と記人している。端数の場合でも箱単位の受注単

30 価を記人し，案分して受注金額の計算を行うが，商品ごとに１箱当たりの個数が違

い，計算間違いを生じることがある。

（2）営業が値引額を算出する際に，値引率の一覧表からの読取りミスや，古い一覧表
を用いることがしぱしぱ起こる。同一小売店で受注伝票ごとに値引率に差異か生じ，

クレームを受けることがある。

35 （3）出荷担当が出庫台帳作成時に，集計ミスを生じることがある。仕分時に過不足が
生じた場合は，倉庫に商品を戻したり，取りに行ったりする。

㈲納入日が近付くと，顧客から営業に対して納期確認の問合せが多くある。営業は，

納期２日前までは顧客別に保管してある受注伝票控えの指定納期を返答する。納期

前日の問合せに対しては，仕分済か否かを出荷担当に問い合わせて顧客に返答する。

40 納期当日の問合せに対しては，出荷済か否かを出荷担当に問い合わせて顧客に返答
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する。問合せがあった場合，出荷担当に連絡を取ってから顧客に返答するので，時

間が掛かるし，また煩わしい。

設問１ 図２は，受注伝禁を基にした作成途申のデータモデルである｡ 11】～ 13】に従っ
て，図２を完成させよ。

5 Ⅲエンティティ‘'受注'≒･‘受注明細"の属性名を示廿。屑性名は受注伝票
(図１)と図２中で示されているものだけを用いよ。

(21山で記入した属性名のうち，主キーとなる項目を下纏で示せ。
t31エンティティ間の関迪を，
凡例の表記に征って示せ。

10 図２ データモデル

設関２ 新システムで，データペースを参照して，出庸日別に出庫台幄を作成すると

き，データモデル上で必要になるエンティティ名をすべて答えよ。

設閔ａ 顧客サーピスの向上を目指して，納期の問合せに即答するために，データモ

デル上に新たに設ける屑性名と属するエンティティ名を答えよ。

15 殷間４ 受注伝撰起票時に生じている問題点を二つ挙げ，それぞわ 20字以内で述ぺ
よ，また，各問題点に対するデータモヂル上の解決情を二つずつ拳げ，それぞ

れ 40字以内で述べよ。
－－

ｉ

20
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問３ 営業部門の新製品キャンペーンに関する次の記述を読んで，設問１，２に答えよ。

Ｇ社は海外の大手スポーツ用品メーカの日本代理店で,早くから社内 LANを設置し，
グループウェアの導入やホ一ムページの開設を行っている。現在，顧客サービスの向

上や販売店との情報伝達が円滑に進むよう取り組んでいる。営業部では，新製品のキ

5 ャンペーンの改善を検討している。

[新製品キャンペーンの状況]

圓同社では，年２回専門誌への集中的な広告や，プロ選手をモデルにした特製パン

フレットの販売店への配布などの方法で，新製品キャンペーンを行っている。キャ

ンベーンの主目的は，同社製品の優秀さを示しブランドカを維持することにある，

10 (b)キャンペーン期間中は，営業部に全国の販売店から，人気の高い製品を中心に在
庫，納期，製品詳細など様々な問合せが入る。顧客からの単純な資料請求の増加も

あって，電話やフアックスによる問合せは平常の数倍にもなる。営業部では一時的

に派遭社員を増やして対応しているが，負荷軽減が大きな課題になっている。

(c)同社では，一部の競技用高級品には購買登録のはがきを付けている。登録をした
15 顧客には，キャンペーンがあると製品紹介の資料を郵送しており，手間や費用がか

かっている。しかしながら，これによってどの程度再購人が増えているかはつかめ

ていない。

営業部では，キャンペーン活動において，従来以上の効果実現と負荷軽滅を図りた

いと考えている．見直しの検討メンバから複数の案が出され，若手のＴ君からは次の

20 案が提示された．

〔Ｔ君案の概要〕

田インターネットを活用し，当社と販売店及び顧客との間で双方向で効率的なコミ

ュニケーションを可能にし，営業部での対応負荷の軽減を図る。

(2)当社のホームページに，だれでも照会できるように，新製品の詳細な説明と代表
25 的なＱ＆Ａを載せる。これとは別に販売店専用の画面を設け，在庫，納期，競合他

社製品の動向などの最新情報を提供する。

（3）顧客が，店頭で入手しにくい人気の新製品をホームベージで予約できるようにす
ることによって，ホームページヘのアクセス回数を増やし，宣伝や販売促進に役立

てる。ホームページでの予約用に新製品特別割当枠を確保する。

30 （4）営業部での資料郵送の負荷やコストの軽減を図るため，顧客の資料請求と購買登
録はホームページでも可能にする。ホームベージでの購買登録完了時に自勤抽選に

よる賞品を提供し，更に希望者には新製品やイベント紹介の電子メールを送る。

〔これまでのインターネット利用の状況〕

同社のホームページには会社の概要，イベント情報，人材募集などが載せられてい

35 るが，上記のような試みはまだ行われていない。同社が咋年行ったインタ一ネットで

の懸賞プレゼントヘの応募は，20歳から 30歳代の男性が中心であった。これは男女
幅広い年代層にわたる同社製品の購入者の比率とはかなり異なっていた。

多くの販売店では，インターネットを利用できる環境があり電子メールシステムの

導入も検討され始めている。

40 〔実現に向けての検討〕
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この案の実施を検討したところ，メンバから次のような疑問が出された。

(1)顧客の立場から見て，満足度が向上するか，また，利便性の格差は生じないか。
(2)販売店の立場から見て，事務処理の効率が向上するか。
即自社の立場からは，どのような製品を予約や購買登録の対象にすればよいか。

5 また，情報システム部からはネットワーク上の安全対策や技術面の課題は自分たち

が担当するが，ねらいどおりの成果が実現できるか否かを営業部でよく検討してほし

いとコメントがあった。

検討リーダは，Ｔ君案を実施した場合に想定される課題を事前に十分に分析，評価

した上で，ほかの改善案との比較検討を行って結論を出すことにした。

10 設問１ 販売店及び顧客の立場から見ると，〔Ｔ君案の概要〕はどのような問題がある

か。それぞれ 50字以内で具体的に述べよ。
設問２ 検討リーダは，〔新製品キャンペーンの状況〕に照らし合わせて，Ｔ君案を評

価した結果，問題があると判断した。〔新製品キャンベーンの状況〕の（a）～ 4c）
に

15 対し，どのような問題があり，どう対処すべきかを，それぞれ 80宇以内で述ベ
よ。

｜

｜
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問４ 販売促進資材の供給業務に関する次の記述を読んで，設問１，２に答えよ。

Ｑ社は，輸人住宅及び輸入家具を取り扱う販売総代理店である。Ｑ社が輸入した製

品は，国内の各特約店で販売されている。本社には３事業部があり，それぞれ米国製

品，英国製品及び北欧製品を取り扱っている。

5 米国製品事業部のマーケティング部Ｙ主任は，ほかの２社員とともに各種販売促進

資材の供給業務を担当している。販売促進資材には，展示会で使用するモデルハウス，

家具，部材見本など，高価で保管管理の必要なものがある。展示会は全国で頻繁に開

催されているので，展示会用の販売促進資材は，会場から会場に移送され，何度も使

用されるものが多い。一方，パンフレットやノベルティグッズといった販売促進資材

10 は，メ一カから取り寄せるものや，国内で新たに作るものがある。これらの比較的安

価な販売促進資材は，各種キャンペーンに合わせて短期的な使用目的で迫加作成する

場合もあり，その品目数が多い。

他事業部のマーケティング部でも，ほぼ同様に業務が進められている。

:販売促進資材の供給業務〕
15 マーケティング部長の指示に基づいて，Ｙ主任は，必要な資材を作成し，委託倉庫

業者に在庫管理を依頼する。各特約店には販売促進資材見本とともに案内を行う。特

約店からの注文に基づいて委託倉庫業者へ配送を指示するとともに，各特約店への請

求澄を発行する。

Ｙ右任はこれらの作業管理のために，数年前からパソコンを使用し，次のように業

20 務を行っていた。他事業部でも同様にパソコンを使用している。

田委託倉庫業者からの入庫案内を基に，パソコンに在庫として入力する。

（2）特約店からの注文書を基に，出荷依頼数をパソコンに人力する。
（3）出荷･覧をプリントし，委託倉庫業者にファックスで出荷を依頼する。
圓特約店別の月間注文量を取りまとめ，請求データとしてプリントアウトする。

25 旧これを全社の経理システム端末から入力し，経理部に各特約店への請求を依頼す

る。 ＿

最近，特約店のニーズの多様化に伴い，販売促進資材の供給業務も少量，多品種，

多頻度になり，販売促進資材の作成業務と受注作業が増大している。またＱ社では，

｜

30 展示会用の販売促進資材の特約店への貸出品目数を増やしているので，貸出品の配

送・秘送・返送の管理作業も増大している。

Ｙ主任は他事業部の事情を礦認したところ，同様な状況が発生しているのが分かっ

た。また。隈示会用の販売促進資材の申には，３事業部共通のものがあるので，仙事

粛剖とも迪携して，供給業務の改善を図る必要があると考えた。Ｙ主任は，３事業部

35 共同の供給婁務改善委員会の設置をマーケティング部長に提案した。マーケティング

部長は，仙事鯖部及ぴ悄翰システム部に働き掛け，各事業部の担当者と情報システム

部のオブザーバを加え，Ｙ主任を I ｣－ダにして，供給業務改善委員会を発足させた。
C業務の現状と問題点］
数回の委員会開催の紡果，業務の現状と問題点が敢りまとめられた。

40 la）特約店への案内及ぴ発送が，各事業部ごとに行われているので，特約店側では，
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各事粛部ごとにバラバラに資材が届いて，業務が畑雑になっている。

（b）特約店では，各事婁部の製品を同時に販売することが多く，各事業部から届くバ
ンフレットなどの再セット作業が頗繁に行われている。

｛cl特約店は，各事業部への注文をファツクスで行っているが，そのフォームが事巣
5 部ごとに莫なっているので，記入間違いを起こしやすい。

（d）各事業部では，特に屡示会用の販売促進資材を申心として，発注した資材が届か
ない，注文と異なる資材が届いている，届いた数量が注文と達っている，との問合

せが多い。特約店からの間合せに対して，貸出品の配送・移送・返送礦認など，電

話を用いた贋査，対応業務に多くの時間を要している。

10 圈出荷依頼フォームが事業部ごとに異なっているので，事業部からの出荷状況の確

認などに，委託倉庫業者が迪やかに対応できていない。

lf）各事業舗では，在庫データ，出荷依頼数及ぴ膀求データの入力と，入力作業が３
回もあり，入力ミスによる間違いが完生している.

Cg）現在，版売促進資材は，各事業部合計で約 1,0（X）品目あり，実際に動いているの
15 は 60％程度である。既に使用できないなどの不良在庫品目の実態が，各事業部で

把機されていない。また，同槌な販売促進資材を，各事粛部で個別に侃有している

ケースがある。

〔今後の情報化計画〕

情報システム部から，今後の情報化について，次のような計画が示された。

20 出早急に各事業部に，―人１台のパソコン及びネットワーク環境を整備し，社内電

子メールシステムを利用できるようにする。

(2)各特約店及び委託倉庫業者ともに，Ｑ社との電子メール送受信，Ｑ社のデータベ
ースヘのアクセスを可能にする。

(3)社外からアクセスするデータベースは，情報システム部の運用管理下に置く。
25 (4)全社の経理システムの変更は行わないが，パソコンデータを取り込めるようにし，

経理システムヘの取込み操作は情報システム部が行う。

供給業務改誇委員会では，業務の現状と問題点に対して，情報システム部から示さ

れた今後の情報化計画を基に，新たに販売促進資材システムを構築することにした。

業務上必要な入力画面，照会画面のイメージ作成を行い，データベースの構築は情報

30 システム部に依頼することにした。

Ｙ主任は，この販売促進資材システムが出来上がれば，販売促進資材の受注作業が

軽減され，大幅な業務改善が図れると考えた。

穀間１ 販売促進資材システムを檎集する以前に実施すべき，業務改善のポイントは

何か。三つ挙げ，それぞれ 50字以内で述べよ。ただし，組織形態の変更は含
35 まないものとする。

股問 2 C業務の現状と問題点]に取りまとめられた Cc】～{flを解桐するために，販売
促進資材システムに盛り込むべき集務価理上の要件は何か。今後の情報化針画

を踏まえて，それぞれ 50字以内で述べよ。
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圈５ 外部データの活用に関する次の記述を読んで，設囮１，２に答えよ。

Ｐ社は特殊なスポーツ用品の製造と卸売を行っている。顧客層や業態，規模などが

Ｐ社の製品戦略に適した小売店を重点小売店として選定し，営業活動を集中して実施

することで，効率の良い事業を行っている。

5 Ｐ社の営業部門は，全社的な営業施策の企画と推進及び計数管理を行う営業企圃部

と，小売店への営業活動と取引の実務を行うために地域別に設置された支店からなる。

個々の重点小売店に対する営業施策の立案や実施は支店長に権限がある。

〔営業活動と月次評価の現状 J
田Ｐ社製品と競合他社製品が形成する市場（以下，製品市場という）は，各メーカ

10 の製品の機能や価格に大きな差がない。顧客は小売店の店頭で推奨された製品を購

入する傾向が強い。

（2）P社や競合他社の支店の営業活動では，自社製品の売上高を増やすことを主要な
目標としている。小売店での販売キャンペーンの実施などの販売促進活動や，小売

店との卸条件の調整などを行っている。

15 （3）P社は，製品のサンプルだけを小売店に置き，顧客が購入を決めてから，指定さ
れた仕様の製品を小売店に納品している。この販売方法をとっているので，各小売

店でのＰ社製品の販売状況が的確に把握できる。

（4）P社は，基幹業務システムに入力された取引データに基づいて，前月の重点小売
店別製品別売上高一覧表などの還元帳票を各支店に配布している。

20 （5）各支店では，毎月営業会議を開いて営業活動の評価を行う。例えば，売上高が減
少した重点小売店については，データを分析して原因を推定し，追加の状況調査や

対応の方法を決定する。

〔営業活動と月次評価の問題点〕

(1)P社製品の売上高の変動要因には，季節変動，製品ライフサイクル，重点小売店
25 間の競争，販売キャンペーン，卸条件の改定などがある。営業活動の評価に際して

は，それぞれの変動要因の視点から，重点小売店の状況を分析しなけれぱならない。

評価に利用できる計数データは，月別重点小売店別製品別のＰ杜製品の売上高だけ

である。

（2）ある重点小売店におけるＰ社製品の売上高に変化がなくても，競合他社製品の売
30 上高が増えているような場合には，Ｐ社の営業施策が適切ではない可能性がある。

しかし，そのような状況が発生しても，Ｐ社では知ることができない。

闇各重点小売店について，Ｐ社製品と競合製品を併せてどれだけ販売する力がある

のか，どの製品をどれだけ販売しているのか，といったことは分析できていない。

14）重点小売店別の営業施策の決定や評価のため，多くの支店長は，重点小売店にお
35 ける競合状況の比較が可能な計数データか提供されることを要望している。

L外鄙データの利用]
最近，販売実績データを調査し飯売しているＭ社から，新たに援供を開始するデー

タ C以 F，M社データという)の紹介があった。Ｍ社データは，Ｍ社が一定の基準で
遭定した全国の小売店と製品に関する，月別小売店別慰品別の売上高実繍データであ

40 る。
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Ｐ社では。営業企画部のＡ主任が責任者となり，Ｍ社データの評価と，支店におけ

る 1』』用方法の検討を行うことになった。
Ａ主任はＭ社データについて訓査し，韻データの収集や加工の方法は適切であると

判断した。また，重点小売店カバー率（重点小売店のうち，データが提供される重点

5 小売店数の比串）や，製品カバー率（製品市場にある製品のうち，データが鰹供され

る製品の比率）は十分に高いことを確認した。

そこで，Ａ主任は，次のような諜題が解決できれば，Ｍ社データをＰ社支店で有効

利用することができると考えた。

lal毎月のＭ社デ一タの精度を，Ｐ社が評価する必要がある。
10 １】Ｍ吐データには。各撒点小売店内部の事務処理某準や綿日の相適，ミスや瑞引事

情による売上計上月のずねなどが予想される。提供される重点小売店別の製品売上

高の値は，Ｐ社が杷握したい値とは差異があり，有童なデータとして利用するため

には工夫が必娶である。＿

-
15 一･

一－

－

20

一-
しニ」一一一一一一

穀間１ ある敷点小売店において，あるＰ社製品の売上高が前月から変動した場合の

評価について，

25 圃Ｐ社製品の売上高実績データだけを利用して評価する堀合，どのような視

点からデータを分析することができるか。二つ挙げ，それぞれ 50字以内で
述べよ。

｛21 P社製品の売上高実績データだけでは分析できず，Ｍ社データを利用する
ことで分析が可能になると凪われる視点は何か。二つ挙げ，それぞれ 50字

30 以内で述べよ。

股問２〔外部データの利用〕でＡ主任が指抽した課題の圈訓 b）について，どのよう
な解決策が考えられるか。それぞれ 70字以内で述べよ。


